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　群馬県では、2014 年度より、県内全ての公立小・中学校に学力向上 CD を設置することが義務づけられた。
背景には、2013 年度の全国学力・学習状況調査の結果、とりわけ、小学校児童の成績が振るわなかったこ
とが挙げられる。平均点が男女ともに全国平均を大きく下回ったため、県教育委員会はこれまでの学力向上
政策の見直しを図ることが求められた。具体的には、新たに学力向上 CD を設置し、学力向上 CD を中心と
した学力向上体制を学校内に構築することによって、各教員の意識を高め、各学校が組織的に学力向上に取
り組むことを指向したのである。



























　本研究は、群馬県内の 5 つの教育事務所のうちの 1 つを事例として取り上げる（当該事務所管内の小学校



















育事務所管内の学力向上 CD 対象研修会において、参加した学力向上 CD を対象に実施した。2014～2016
年度の 3 回の質問紙調査を分析対象とした。インタビュー調査は、研究対象校の校長、及び学力向上 CD を
対象に、半構造化インタビューをそれぞれ 2 回実施した。実施期間は、2016 年 10 月～2017 年 2 月である。
　（3）分析の視点
　本研究は 3 つの視点から分析を行った。第 1 に、学校種である。小学校と中学校での特徴を明らかにする
ため、学校種ごとの比較検討を行った。第 2 に、学校規模である。学校規模による特徴を明らかにするため、




学力向上 CD が 3 年間変更なし A 校（－）、B 校（＋） D 校（－） F 校（＋）
校長が 3 年間変更なし C 校（＋） G 校（＋）
学力向上 CD、校長ともに 3 年間変更なし E 校（＋） H 校（－）
表２　研究対象校【中学校】
大規模 中規模 小規模
学力向上 CD が 3 年間変更なし I 校（＋） K 校（－） N 校（－）
校長が 3 年間変更なし L 校（＋）




小 規 模 各学年 1 学級程度（200 人未満）
中 規 模 各学年 2 学級程度（200 人以上 400 人未満）
大 規 模 各学年 3 学級以上（400 人以上）
中 学 校
小 規 模 各学年 2 学級以下（200 人未満）
中 規 模 各学年 3～4 学級程度（200 人以上 400 人未満）





























学校数 教務主任 研修主任 教務・研修の両方
2014 年度 96 校 44 校（45.8％） 28 校（29.2％） 1 校（1.0％）
2015 年度 94 校 47 校（50.0％） 23 校（24.5％） 2 校（2.1％）
2016 年度 96 校 43 校（44.8％） 15 校（15.6％） 1 校（1.0％）
表５　学力向上 CD の他分掌との兼務状況【中学校】
学校数 教務主任 研修主任 教務・研修の両方
2014 年度 45 校 12 校（26.7％） 17 校（37.8％） 1 校（2.2％）
2015 年度 45 校 12 校（26.7％） 18 校（40.0％） 0 校（0.0％）









しようとしている。」、C 小学校の校長は「比較的機能している。学力向上に関することは学力向上 CD が提

















ている。E 小学校「何か計画していくときは、事前に相談にのるようにして、できる限り学力向上 CD のや
















　学力向上 CD の配置に際し、何を意識したかを校長にインタビューをした。小規模の F 小学校長は、「小
さな学校で、教職員が限られていることから、誰を核にするかを意識して校内分掌を考えた。一つ動かすと
全体が機能しなくなることもあるので、バランスが取れるようにした。全体を見渡すことができ、フラット
な目をもつ教員を CD にお願いした。」、中規模の M 中学校長は「他の職員から信頼されていることを大事
にした。本校の学力向上で目指しているものをしっかりもっている。それが校長としても見えるし、理解で


































　主要な分掌と兼務していない大規模の B 小学校と C 小学校は、「研修主任と CD の役割はきちんと分けて
いることが機能している一つの要因。両輪のようにしているのがいいと思う。」「校内研修主任、学年主任な
どの中堅教員を束ねて、学校の学力向上対策を共通理解して進める。全体を俯瞰してもらっている。」と回
答している。一方、研修主任と兼務している中規模の M 中学校の学力向上 CD は、「研修主任と学力向上

















学校数 教務主任 学年主任 生徒指導 進路指導 研修主任 兼務なし
2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016
小規模 56 54 57
24 24 26 13 8 12 2 2 7 2 2 2 20 15 10 6 13 10
43％ 44％ 46％ 23％ 15％ 21％ 4％ 4％ 12％ 4％ 4％ 4％ 36％ 28％ 18％ 11％ 24％ 18％
中規模 44 47 52
19 22 20 5 6 6 1 0 0 0 0 0 11 16 14 2 6 15
43％ 47％ 38％ 11％ 13％ 12％ 2％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 25％ 34％ 27％ 5％ 13％ 29％
大規模 41 38 31
13 13 7 3 3 3 1 0 0 1 0 0 14 10 8 12 12 14
32％ 34％ 23％ 7％ 8％ 10％ 2％ 0％ 0％ 2％ 0％ 0％ 34％ 26％ 26％ 29％ 32％ 45％
全　体 141 139 140
56 59 53 21 17 21 4 2 7 3 2 2 45 41 32 20 31 39
40％ 42％ 38％ 15％ 12％ 15％ 3％ 1％ 5％ 2％ 1％ 1％ 32％ 29％ 23％ 14％ 22％ 28％
公立小・中学校における校務分掌組織の運営に関する研究 217
　学力向上 CD への質問紙調査において、学力向上委員会を中心とした組織づくりや学力向上委員会の運営
について、「大変である」と回答した割合は 3 割弱であり、2014 年度から徐々に減少している。このことは、
学力向上 CD の役割を理解して、組織的・継続的に進めていることや、学力向上 CD の単独配置が増えてい
ることなど、学力向上対策を進める体制が整いつつあることに関連していると考えられる。また、研修主任




運営に資する学力向上 CD の配置と、学力向上 CD の資質能力を考慮した適材適所の配置が重要であると言
える。
５．経年変化による分析
　校長及び学力向上 CD に対する自校の学力向上に向けた取組に関わるインタビュー結果から、次の 3 点が
明らかになった。
　第 1 に、学力向上 CD を継続的に配置し、成果が上がっている学校は、現状把握や評価が行われていると
いうことである。





　また、成果が上がっている F 小学校の校長は、自校の 1 年目と 3 年目の取組に関して、次のように回答
している。「1 年目は手探りで教科担当制を導入した。」、「単学級であるため、それぞれの教員が独自のスタ
イルで授業を行っているという課題があった。」、「3 年目、学力向上 CD が頑張ってくれた。特に今後は取
表７　学校規模・校種別校務分掌の兼務割合
（校）
学校数 教務主任を兼務 研修主任を兼務 学年主任 兼務なし
2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016 2014 2015 2016
小規模
小学校 44 43 45
20 21 23 16 11 7 6 5 6 5 11 9
45％ 49％ 51％ 36％ 26％ 16％ 14％ 12％ 13％ 11％ 26％ 20％
中学校 12 11 12
4 3 3 4 4 3 7 3 6 1 2 1
33％ 27％ 25％ 33％ 36％ 25％ 58％ 27％ 50％ 8％ 18％ 8％
中規模
小学校 23 26 30
13 16 14 5 7 3 4 4 6 1 1 10
57％ 62％ 47％ 22％ 27％ 10％ 17％ 15％ 20％ 4％ 4％ 33％
中学校 21 21 22
6 6 6 6 9 11 1 2 0 1 5 5
29％ 29％ 27％ 29％ 43％ 50％ 5％ 10％ 0％ 5％ 24％ 23％
大規模
小学校 29 25 21
11 10 6 7 5 5 3 3 3 6 7 8
38％ 40％ 29％ 24％ 20％ 24％ 10％ 12％ 14％ 21％ 28％ 38％
中学校 12 13 10
2 3 1 7 5 3 0 0 0 6 5 6
























　第 2 に、学力向上 CD を継続的に配置している中で、成果が上がっている学校は、学力向上施策が組織的、
具体的になっていることである。






れている。先生の意識が高まった。」B 小学校の学力向上 CD は、1 年目において、意欲的な態度ではあっ
たが学力向上に向けた具現策についての回答は得られなかった。しかし、3 年目の取組について、インタ
ビューの中で学力向上施策が具体的に述べられていることが分かる。










　成果が上がっている F 小学校の学力向上 CD は自校の学力向上に向けた 1 年目と 3 年目の取組について、
次のように回答している。「1 年目、まずは、家庭教育向け『1 年間にこれだけは身に付けて進級しましょう』





このように成果が上がっている F 小学校の学力向上 CD は、組織全体で学力向上に取り組む良さを実感した
回答をしていることが分かる。
　中学校においても、成果が上がっている O 中学校の学力向上 CD は、1 年目から 3 年目の取組について、
次のように回答している。「1 年目、授業改善をとにかく進めることを意識した。それと学力調査の分析な
んかもしながら授業を変えていく。先生方の実際の授業へのアドバイスも自分の経験を生かしながらしてい











番号 学校名 具体例 1 具体例 2 具体例 3 具体例 4 具体例 5 具体例 6 具体例 7 具体例 8 具体例 9 具体例 10 具体例 11





























学 力 向 上
CD 師範授
業























































今まで学力向上策を 1 年 1 年のものだと考えていたが、継続してとらえ実践していくことが重要だというこ
表９　成果が上がっていない小学校
番号 学校名 具体例 1 具体例 2 具体例 3 具体例 4 具体例 5
1 A 小 学習習慣 学テ分析 めあて振り返りの資料作成 評価資料集活用 生活習慣
2 D 小 家庭学習のしおり




番号 学校名 具体例 1 具体例 2 具体例 3 具体例 4 具体例 5 具体例 6
1 L 中 放課後補習 学テ分析 指定校参観復命






















番号 学校名 具体例 1 具体例 2 具体例 3
1 J 中 学テ分析 放課後学習 授業スタンダード
2 K 中 家庭学習強化月間 学テの分析 地域ボランティアによる放課後学習


















































































































































 1　例えば、『総合教育技術』（小学館）2014 年 10 月号においては、教職員の多忙化に関連して、校務分掌をテーマとした特
集が組まれている。
 2　例えば、福永由紀「校務分掌組織の自律的・組織的な運営に関する研究―3 部会長のマネジメントを通して―」『福岡教育
大学大学院教職実践専攻年報』第 8 号、2018 年、などが挙げられる。
 3　研究期間である 3 年間、校長、学力向上 CD ともに変更がなかった学校、校長もしくは学力向上 CD のどちらかが変更の
ない学校、を対象としているため、調査においては、3 年間の取組を振り返りながら回答してもらった。
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